Ｊ－クレジット等の創出に係る事業者支援事業応募様式
	応募者情報

	事業者名

（フリガナ）
	

	
	

	代表者名
	

	住所
	

	担当者氏名
	
	所属・役職
	

	電話番号
	
	e-mail
	

	温対法対象
	温暖化対策推進法での算定報告義務  【□あり  □なし】


	支援希望項目（該当する□を塗りつぶしてください）

	□
	①プロジェクト計画書作成支援、妥当性確認支援

→ 【□既存方法論を活用   □新規方法論の作成が必要】※1

	□
	②モニタリング実施支援、検証受検支援


※1：必ず、Ｊ－クレジット制度のHPで、最新の方法論の内容について御確認ください。
※2：支援②は、既にＪ－クレジット制度においてプロジェクト登録されている案件のみ対象となります。
	応募するプロジェクト内容 / 概要

	適用する方法論
	※新規方法論の作成が必要な場合は、方法論の仮称を記入してください。


	プロジェクト名
	※支援①の場合、プロジェクト名は仮称でも結構です。



	プロジェクト

登録情報
	□
	Ｊ－クレジット制度に既に登録されている（登録番号：         ）

	
	□
	【□J-VER □国内クレジット】に登録されている（登録番号：        ）

	
	□
	どの制度にも登録されていない（新規プロジェクト）

	実施場所
	[事業所名]

[住所]

	プロジェクト
概要
	※プロジェクトの背景、目的、温室効果ガス排出削減・吸収活動の方法等について記載してください。


	
	□プログラム型プロジェクト   □通常型プロジェクト

	プロジェクト

スケジュール
	※プロジェクト活動を開始した時期（開始予定時期）を記載してください。
　　　　年　　月：プロジェクト活動の開始

	
	※現時点で想定しているプロジェクト計画書（モニタリング報告書）の完成予定時期、妥当性確認（検証）の着手予定時期を記入してください。

　　　　年　　月：プロジェクト計画書（モニタリング報告書）完成予定
　　　　年　　月：妥当性確認（検証）着手予定


	応募するプロジェクト内容 / 詳細

	適用条件を満たすことがわかる情報※2
	※方法論に記載されている適用条件すべてを満たすことがわかるように、条件毎に
その根拠を簡潔に記載してください。不明な場合は、その旨記載してください。

[条件1]


	想定しているモニタリング方法 ※2
	※方法論やモニタリング・算定規程を参照し、現時点で想定しているモニタリング
項目とモニタリング方法について記載してください。
不明又は未定の場合はその旨記載してください。
[項目]         [方法]     



	追加性の説明 ※2
	※投資回収年数が3年以上である、ランニングコストが増加する、収支がマイナス（森林管理）等、プロジェクトに追加性があることを説明してください。
-方法論にて追加性の証明が不要と規定されている場合にはその旨記載してください。
-不明な場合は、その旨記載してください。



	年間CO2排出削減・吸収見込み
量（tCO2/年）
※1
	           t-CO2/年

	
	[概算方法]



	他の参加事業者
	※プロジェクトに参加する他の事業者がいる場合、役割、調整状況（申請事業者との関係やプロジェクト参加への合意等）を記載してください。
[事業者名] 
[役割]     
[調整状況] 

	波及効果・特筆すべき事項など
	※Ｊ－クレジット収入の活用方法に加え、温室効果ガス排出削減・吸収以外に特筆すべき効果（例えば地域の経済効果（雇用や新規産業創出効果等）、生物多様性保全や３Ｒの推進等、他の分野における好影響）があれば記述してください。




※1：森林吸収量：間伐等の施業した森林のCO2吸収量、排出削減量：事業実施前の温室効果ガス排出量
-プロジェクト実施後の排出削減量・吸収量を概算でよいので記載してください。
-なお、毎年排出削減量・吸収量が異なる場合は各年の排出削減量･吸収量を明記してください。
※2：①の支援で「新規方法論の作成が必要」を選択した場合は、記載不要です。
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